
令和６年（１０～１２月）あさひかわ商工会  

小規模事業者景況調査報告書（第３６号） 

●北海道経済概況の推移（経済産業省北海道経済産業局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

●道北経済概況の推移（財務省北海道財務局旭川財務事務所） 

 令和６年８月 令和６年１１月 

総 括 判 断  持ち直している。 持ち直している。 

個 人 消 費  物価高の影響がみられるなか、緩やかに
持ち直している。 

物価高の影響がみられるなか、緩やかに
持ち 直している。 

観 光 緩やかに回復している。 緩やかに回復している。 

公 共 事 業  前年を下回る。 前年を下回る。 

住 宅 建 設  弱まっている。 弱まっている。 

雇 用 情 勢  持ち直しつつある。 持ち直しつつある。 

 

●中小企業景況調査（独立行政法人 中小企業基盤整備機構） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ８月 １２月 

総 括 判 断  緩やかに持ち直している 
一部に弱い動きがみられるものの、緩
やかに持ち直している 

生 産 活 動  一進一退の動きなっている 持ち直しの兆しがみられる 

個 人 消 費  緩やかに改善している 改善の動きに足踏みがみられる 

観 光 改善している 改善している 

公 共 工 事  減少した 減少した 

住 宅 建 設  弱い動きとなっている 低下している 

民間設備投資  増加している 増加している 

雇 用 動 向  弱含んでいる 弱含んでいる 

企 業 倒 産  件数は増加、負債総額は減少した 件数、負債総額とも増加した 

１ 

 

２０２４年１０－１２月期の全

産業の業況判断ＤＩ（「好転」－

「悪化」）は、▲18.0（前期

▲17.1、 前期差0.9ポイント減）

と やや低下し、 ２期連続してマ

イナス幅が 拡大した。 

産業別に見ると、 製造業の業

況判断ＤＩは、▲20.2（前期

▲19.7、 前期差0.5ポイント減）

と やや低下し、 ２ 期連続して

マイナス幅が拡大した。  

また、 非製造業の業況判断Ｄ

Ｉは、▲ 17.3（前期▲16.3、 前

期差1.0ポイント 減）と ２ 期連

続してマイナス幅が拡大した。 



 

●あさひかわ商工会では、地域内小規模事業者の「景況確認」についての調査を令和６年１０月１日～

令和６年１２月３１日までの期間実施し、その概要を以下のとおりまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高 DI ＝ 売上増加企業割合 － 売上減少企業割合 
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業種別売上高ＤＩ値の推移

製造業 建設業 卸小売業 飲食業 生活関連サービス業 その他サービス業

全業種の売上高ＤＩ値は、＋4と前回調査より 5ポイント減少した。 

業種別には、製造業が△33 ポイントと前回調査時より 100ポイント減少した。建設業は、△14 ポイント（7 ポイ

ントの減少）、卸小売業は、7ポイント（36ポイントの増加）、飲食業は、△33ポイント（77ポイントの減少）、生

活関連サービス業は、22ポイント（9ポイントの増加）、その他サービス業は、62ポイント（19ポイントの増加）

となった。 

全業種 DI  ＋４ 

個人事業所 ４３ 件 

法人事業所  １５ 件 

合 計 ５８ 件 

 

業 種 件 数 

製造業 ３ 件 

建設業  １４ 件 

卸小売業 １５ 件 

飲食業 ９ 件 

生活関連サービス業 ９ 件 

その他サービス業 ８ 件 

合 計 ５８ 件 

   

38%

28%

34%

全業種の売上高DI値

増加した

同じ

低下した
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粗利益 諸経費 経常利益 資金繰り 設備投資 雇用見込 今後の見通し
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卸 小 売 業
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第 2部経営課題に立ち向かう小規模事業者（小規模企業白書より） 

第１章小規模事業者の経営課題と対応 

 第３節 小規模事業者の人材確保と育成に向けた取組 

   第１部第３章でも確認したとおり、感染症の５類移行や需要の回復が進む中、少子高齢化に伴う構造的な

人手不足の課題が顕在化し始めている。 

 また、第 1-3-33図（再掲）のと

おり、「全国中小企業動向調査（小

企業編）」を用いて、経営上の問題

点を時系列で見ると「求人難」の

回答割合が上昇している。このこ

とから、小規模事業者において

も、人手不足の影響が強まる可能

性があり、事業を持続的に発展さ

せていく上で、人材を確保・定着

させ、育成していくことが重要に

なると考えられる。 

 そこで、本節では、小規模事業

者における人材の確保・定着と育

成に向けた取組について分析を行

っていく。 

 

 

１ 人手不足の状況 

 まず、小規模事業者における

人手不足の状況を確認してい

く。第 2-1-33図は従業員 20人

未満（卸売業、小売業、飲食

店・宿泊業は 10人未満）の事

業者における従業員の過不足感

の推移を見たものである。これ

を見ると、感染症が拡大した

2020年に不足感が一旦緩和され

たものの、ここから足下の 2023

年にかけて従業員が「不足」し

ていると回答した割合が高まっ

ている。足下では事業者の人手

不足感が強まっていることが読

み取れる。 

 

５ 



 

 また、我が国の人口動態や労働市場の状況

を見ると、今後も人手不足が進んでいく可能

性がある。第 2-1-34図は、生産年齢人口（15

～64歳人口）の推移を見たものである。これ

を見ると、生産年齢人口は 1995年の約 8700

万人をピークに減少傾向にあり、今後も、生

産年齢人口の減少が進むことが見込まれる。 

 

 

 

 

 第 2-1-35図は、高等学校以上の卒業者数の

推移を見たものである。これを見ると、高等

学校以上の卒業者数は 1990年代から減少傾向

にあり、ピーク時の 1992年から 2023年にか

けて約 136万人減少している。生産年齢人口

の減少傾向が続くことを踏まえると、現状で

は高等学校以上の卒業者数の大幅な増加によ

る人材供給が見込めない可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 第 1-3-8図（再掲）は、総務省「労働力調

査（基本集計）」を用いて、生産年齢人口・生

産年齢人口（女性）・65～69歳人口における

就業率の推移を示したものである。これを見

ると、生産年齢人口は長期的に減少傾向ある

が、女性の生産年齢人口の就業者数や、高齢

者である 65～69歳人口の就業者数は、共に

増加し、就業率も上昇してきたことが分か

る。しかし、2019年から足下の 2023年にか

けては、女性の生産年齢人口の就業者数は横

ばいで推移し、65～69歳人口の就業者数は減

少傾向となっている。このことから、生産年

齢人口の減少が進む中で、労働力を女性・高

齢者から補う形で全体の就業者数が維持され

てきたものの、足下ではそれも頭打ちとな

り、人材の供給制約に直面していることが示唆される。 
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